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度（ 「戸口制度」 ）の存在。これによって村の巨大な余剰労働力の都市へ 移住が妨げられ、農民の低所得をもたらし、都市での差別が固定化されている。
　②農村の教育、社会資本、医療等のイン

































識されつつある。現在多くの地域では、日本の農村と同じように、若年労働力の非農業部門への流出（とくに都市地域への出稼ぎ）が著しく、筆者に る四川省での現地調査の結果からも、若年層の半数以上が地域外に流失し、農業後継 の確保が困難となるという、人口過密 中国では一般に考えられない状況が一部地域では発生している。また、労働力が地域内に留まってい場合でも、若年層の基幹的農業労働力が農外部門（郷鎮企業や商業 に流失する いう、日本農村のよう 「三ちゃん 」化が中国農村でも一般化しつつある。こうした状況下で、どうやって農業から 所得を上げていくのか、この問題はとく 他の産業がない純農村地域で深刻であり、中国政府に課せられた大きな課題となっている。
　二〇〇四年以降、この問題に対処するた














日本を含めた先進国にお てすら、これまでの諸外国の経験では、すべて 国において都市と農村の経済格差は存在し きたと言っても過言ではない。それは主に両地域の産業構造・就業構造の相違によって自然発生的に形成されたものであるが、現在の中国経済・社会におけるそ 格差 実態はこうした諸外国の状況とは本質的に異なる構造問題から形成されてきたものである。
　つまり、中国における大きな問題は、こ
うした格差の生まれる主要な原因が、社会主義体制下で実施された異常に 部門に傾斜した社会経済政策によって意図的につくりだされ、格差をむしろ拡大 固定化する方向に進んでき ことによっててきたものであったこと ある。具体的には以下のような問題が存在している。
　①これまで多くの国で格差を是正する役
割を果たしてきた、農村から都市への労働












言うまでもなく、地域間の郷（鎮）財政規模が、その経済発展状況の格差に基づいて大きく異なるからである。例えば農村教育改革以前の一九九六年の統計資料によれば、農村の小学生一人当たり教育経費は最高の上海市農村では一八六二元であったが、最低の貴州省農村では二〇七元と、上海市のわずか一一 ・ 一％にすぎ かったという
　このように、中国においては、農村は単








しては、農業・非農業と都市・農村の経済格差と所得格差、都市住民と 様々な局面における格差・差別の問題であり、 れ近年拡大しつつあることによって、大きな社会問題として現れている である。
　表１は近年の都市と農村の所得格差を示
したものであるが、格差 一九八五年の一対一 ・ 八六から二〇〇七年の三 ・ 三三（農村を一と ときの都市の所得）へと大きく拡大していることが理解できよう。
　また、こうした格差拡大の実態を示した
数字として、農民を所得別に五階層に分類した際の各階層の平均値の比較があげられる。それによると 最高階層 最低階層の格差は、二〇〇〇年の五 九〇元対八〇二元（六 ・四七倍）から二〇〇三年の六三四七元対八六六元（七 ・三二倍）に増大している（参考文献①参照） 。   この問題に対しては、農民所得政策（農




の政策は、一九九〇年代に比べれば一定程度進展していると評価でき が のことはすでに述べた所得格差、農民の不満の蓄積によって、社会的な矛盾が中国政府にとって見過ごせない段階に入ったと認識しているためとも言い換えるこ ができよう。
　実際、この時期に社会矛盾を背景に農民
争議が頻発し、その数は増大している。表２は全国で発生した「群集事件」 （農民争議だけでなく、他の社会争議も含む）の推移を示したもの あるが、明らか 近年増加傾向にある。この表の後 二〇〇五年には事件件数は八 ・四万件に達し そのうち一割が暴動事件に発展したとす 報道もある（参考文献②参照）
　とくに、ここ数年大規模な騒乱事件が続
発していることと、前述した三農問題の深化とは無関係ではないだろう。二〇〇〇年以降の大規模事件の例 して、重慶市万州区騒乱事件（二〇〇四年一〇月） 、河南省中牟県争議（二〇〇四年一〇月） 、四川省漢源県のダム争議 四年一〇月）安徽省池州市騒乱事件（二 〇五年六
表１　農民１人当たり純収入の推移と都市との格差 （単位：元）
農民１人当たり純収入 都市住民所得 農民所得を１とした場合の都市住民の所得
1985年 398 739 1.86
1990年 686 1,510 2.20
1995年 1,578 4,283 2.71
2000年 2,253 6,280 2.79
2005年 3,255 10,493 3.22
2006年 3,587 11,760 3.27
2007年 4,140 13,786 3.33
2006年
東部地区 5,188 14,894 2.87
中部地区 3,283 9,911 3.01














府機関が二〇〇四年に受け付けた「信訪」件数は四五 ・七万件、陳情のため北京へ上京した団は六 ・ 七万団 一四 ・ 八万人に達し、その数は二〇〇三年に比べてそれぞれ一一 ・七％、五八 ・四％、五二 ・九％増加したという。そのうち、二〇 四年に農業部が受け付けた「信訪」の五八 ・八％が農地関係の争いであったという。
　参考文献①の二三〇ページによれば、 「信
訪」の激増に対応困難となった中国政府は「信訪条例」を二〇〇五年一月に「改正」し、














業部門 非農業部門との経済格差をどのように縮小するかについて、中国政府はさらなる施策、つまり、都市への移動制限の全面的な緩和、農業関係諸税の完全撤廃、農業補助金の増額 「新農村建設」政策によるインフラ整備の拡充、農村保険制度の改革等、農業・農家保護のための重要な改革に乗り出しつつある。しかし 問題が前述のように深刻であるため、そ 改革 道のりにはさらに多くの困難があり なおかつ莫大な資金が必要と予想でき 。 資金の手当がはたしてできる か、この点にいてさらなる注視 なろう。
　オリンピック開催に沸き、一見順調に見





  宇野和夫「中国の群衆犯罪事件の概念と特徴」 （ 『文化論集』第二七号、二〇〇五年九月） 。
??
中国・胡錦濤政権の課題
表２　全国「群集事件」の発生件数と参加者数
件数（万件） 参加者（万人）
1993年 0.87 70
1994年 1.00 ―
1996年 1.20 ―
1997年 1.70 ―
1998年 2.50 ―
1999年 3.20 ―
2000年1-9月 3.00 ―
2002年 5.11 280
2003年 5.85 300
2004年 7.40 ―
（出所）参考文献③から引用。
